
 

○大府市長寿ドック受診料補助金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターが実施する長寿ドック、

長寿ドックライト又は長寿ドックベーシック（以下単に「ドック」という。）を受診す

る者に対し、ドックに係る受診料を補助することにより、疾病の予防、早期発見及び早

期治療の促進並びに市民の健康管理意識の向上を図るため、予算の範囲内において交付

する大府市長寿ドック受診料補助金（以下「補助金」という。）について、大府市補助

金等交付規則（昭和４６年大府市規則第７号）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 
（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本市に居住し、

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市の住民基本台帳に記録され

ている者のうち、ドックを受診し、かつ、次の各号のいずれにも該当するものとする。 
⑴ ドックの受診日において、６０歳以上の者 
⑵ 当該年度において、本市の実施する特定健康診査、人間ドック、レディースドック、

胃がん検診又は大腸がん検診を受診していない者 
⑶ 当該年度において、本市の実施する前立腺がん検診又は乳がん検診を受診していな

い者（長寿ドックの受診者に限る。） 
⑷ 当該年度又は前年度において、この要綱による補助金の交付を受けていない者 

２ 長寿ドックにおいて受診しない検査がある場合は、前項第３号の規定にかかわらず、

当該検査に相当する検診を受診した者を補助対象者とすることができる。 
 （補助金の額） 
第３条 補助金の額は、次の各号に掲げる長寿ドックの区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 
 ⑴ 長寿ドック ２８,０００円 
 ⑵ 長寿ドックライト １０,０００円 
 ⑶ 長寿ドックベーシック ８,５００円 

（交付の申請） 
第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、長寿ドックを受

診する日までに大府市長寿ドック受診料補助金交付申請書（第１号様式）を市長に提出

しなければならない。 
（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と

認めたときは、大府市長寿ドック受診料補助金交付決定通知書（第２号様式）により申

請者に通知するものとする。 
２ 市長は、前項に規定する交付の決定に当たり特に必要と認めるときは、当該交付の決

定に必要な条件を付することができる。 
（廃止の申請） 



 

第６条 前条第１項の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

次の各号のいずれかに該当したときは、大府市長寿ドック受診料補助金廃止届（第３号

様式）を市長に提出しなければならない。 
⑴ 当該年度中のドックの受診を取り止めたとき。 
⑵ 第２条に規定する補助対象者の要件に該当しなくなったとき。 

２ 市長は、前項に規定する廃止届を受理したときは、補助金の交付決定を取り消し、大

府市長寿ドック受診料補助金交付決定取消通知書（第４号様式）により交付決定者に通

知するものとする。 
（実績報告） 

第７条 交付決定者は、ドックの受診後、速やかに、大府市長寿ドック受診料補助金実績

報告書兼交付請求書（第５号様式）に、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターが

発行するドックの領収書（原本に限る。）を添えて、市長に提出しなければならない。 
（補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、適当

と認めるときは、前条の規定による請求書により補助金を支払うものとする。 
（台帳の整備） 

第９条 市長は、大府市長寿ドック受診料補助金交付台帳により、必要な記録を整備して

おかなければならない。 
（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
   附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 
   附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

附 則 
 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 


